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○ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号） 

（特定自動運行の許可） 

第７５条の１２ 特定自動運行を行おうとする者は、特定自動運行を行おうとする場所を管轄する公安委員会の許可

を受けなければならない。 

（許可事項の変更） 

第７５条の１６ 第７５条の１２第１項の許可を受けた者（以下「特定自動運行実施者」という。）は、特定自動運

行計画を変更しようとするときは、内閣府令で定めるところにより、公安委員会の許可を受けなければならない。

ただし、内閣府令で定める軽微な変更については、この限りでない。 

（指定講習機関） 

第１０８条の４ 公安委員会は、次の各号に掲げる講習を、それぞれ当該各号に定める要件に該当すると認められる

ものとして指定する者（以下「指定講習機関」という。）に行わせることができる。 

一 第１０８条の２第１項第２号に掲げる講習（以下この条及び次条第１項において「取消処分者講習」という。） 

自動車等の運転に必要な適性に関する調査及びこれに基づく指導（以下「運転適性指導」という。）について専

門的知識を有する者として国家公安委員会規則で定める者（第３号及び次条において「運転適性指導員」という。）

が置かれていることその他取消処分者講習を適正かつ確実に行うために必要なものとして国家公安委員会規則

で定める基準に適合すること。 

二 初心運転者講習 自動車等の運転に必要な技能及び知識に関する指導（次条において「運転習熟指導」という。）

について高度の能力を有する者として国家公安委員会規則で定める者（同条において「運転習熟指導員」という。）

が置かれていることその他初心運転者講習を適正かつ確実に行うために必要なものとして国家公安委員会規則

で定める基準に適合すること。 

三 若年運転者講習 運転適性指導員が置かれていることその他若年運転者講習を適正かつ確実に行うために必

要なものとして国家公安委員会規則で定める基準に適合すること。 

 

○ 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号） 

（歩行補助車等の基準） 

第１条 道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」という。）第１条各号列記以外の部分の内閣府

令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

一・二 略  

２ 前項第１号の規定は、次に掲げる車については、適用しない。 

一 特定の経路を通行させることその他の特定の方法により通行させる乳母車（通行させる者が乗車することがで

きないものに限る。）で、当該方法が他の歩行者の通行を妨げるおそれのないものであることにつきその通行の

場所を管轄する警察署長（その通行の場所が同一の都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）の管理

に属する二以上の警察署長の管轄にわたるときは、そのいずれかの警察署長）の確認を受けたもの 

二 令第１条第２号に掲げる車 

３・４ 略  

（原動機を用いる身体障害者用の車の基準） 

第１条の５ 法第２条第１項第１１項の４の内閣府令で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

一・二（略）  

２ 前項第１号の規定は、身体の状態により同号に定める車体の大きさの基準に該当する身体障害者用の車を用いる

ことができない者が用いる身体障害者用の車で、その大きさの身体障害者用の車を用いることがやむを得ないこと

につきその者の住所地を管轄する警察署長の確認を受けたものについては、適用しない。 

 

 

 


